
令和８年 10月 

海 上 保 安 庁 

海上衝突予防法施行規則の一部を改正する省令案について 

 

１．背景 

海上衝突予防法施行規則（昭和 52 年運輸省令第 19 号。以下「規則」とい

う。）第 23 条第１項は、海上衝突予防法（昭和 52 年法律第 62 号）第 41 条

第３項に基づき、海上自衛隊の使用する船舶のうち自衛艦の灯火に関する特

例（以下「自衛艦特例」という。）を定めている。具体的には、自船の存在や

大きさなどを他船に知らせるために船のマスト上に設置するマスト灯の位置

について、通常船舶の中心線上に装置する（海上衝突予防法第 21 条第１項）

ところ、潜水艦以外の自衛艦のうち、甲板室が船舶の中心線の片側に設けられ

ている長さ 12メートル以上の護衛艦及び輸送艦については、その構造上の理

由から、マスト灯をできる限り船舶の中心線の近くに装置する特例（以下「特

定護衛艦等特例」という。）を設けている。 

今般、島嶼防衛力強化の観点から、新たに特殊な構造の輸送艇が就役するこ

とを踏まえ、特例の対象を拡大する必要があることから、規則において所要の

改正を行う。 

 

２．改正の概要 

（１）自衛艦特例の適用対象の拡大（規則第 23条第１項関係） 

令和７年３月、島嶼部防衛のための海上輸送力強化の観点から、陸・海・

空自衛隊の共同の部隊として自衛隊海上輸送群が新編された。今般就役す

る新たな輸送艇は、当該部隊に配備されることから、自衛艦特例の適用対象

を「海上自衛隊の使用する船舶」から「自衛隊の使用する船舶」へ拡大する。 

（２）特定護衛艦等特例の適用対象に輸送艇を追加（規則第 23 条第１項関係） 

今般就役する新たな輸送艇は、マスト灯を船舶の中心線上に配置するこ

とが困難な形状を有することから、これを特定護衛艦等特例の適用対象に

追加する。 

 

３．今後のスケジュール（予定） 

公 布：令和８年 12月中旬 

施 行：令和９年１月１日 


